
１番 号１

　

淡教埋第８号 ，ｌ

書ロ
ロ
ロ

　

ソ
声
じ

受注者名

　

凸版印刷株式会社

　

西日本事業本部関西クロステックビジネスイノベーション事業部

　　

ｒ

　　

．

　

・

　

’、

　　　　　　　

．

　　

．．・

，

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

・．・

　　　

．
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１番

　

号 １

　

淡教埋第８号

　

１

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

　

　　　

物

　

品

　

冗

　

買

　

契

　

約

　

書

１

　

品

　　　　

名

　

地震体験装置購入業務

　　

．

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

２

　

規格（形式） 仕様書（企画提案書のとおり）

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

３

　

数

　

－

　　　

量

　

一式

　　　　　　

， ．

　　　

・

　　　　

ｒ

　　　

・

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼
４

　

契

　

約

　

金

　

額

　　

￥３９， ９９８， ２００一

（うち消費税及び地方消費税の額￥３，．６３６， ２００－）

（注）「うち取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並

　

びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもので、契約金額に

　　

１０／１１０を乗じて得た額である。

５

　

納 入

　

期

　

限

　　

令和７年３月２４日

６′納 入

　

場

　

所

　　

，北淡震災記念公園

　

震災体験館（淡路市小倉

　

地内）

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

７

　

契約保証金

８

　

納 入 の方 法

　

・淡路市の指示による

　　

－

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

上記物品の売買について、Ｌ発注者

　

淡路市と受注者ともま、 上記物品の納入について， 次の条項に

従い互いに信義を守り、誠実にこれを履行するものとする。

　

この契約の証として、本書２通を作成し、発注者、受注者記名押印の上、各自その１通を保有す
る。
・

　　　　

，・

令和５年８月１７日

　　　

住

　　

所 兵庫県淡路市生穂新島８番地

発注者

　　　

氏

　

名

　

兵庫県淡路市長

　

門

　

康彦÷◎
－
－－

　

、

　　　　　　

・

　　　　　

キミョｉ一三－
－も

　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

，

　　　

‐三・‐ゞ 」
“トリ」‘

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　

　

　

　

　　　

住

　　

所

　

大阪府大阪市北区中之島２丁目ざ番し１８号

受注者

　　　

氏

　　

名

　

西日本事業本部関西クロステックビジネスイノ
ベーション事業部

事業部長粟野充格
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（総則）
第１条

　

発注者及び受注者は、契約書及びこの約款（以下「契約書」 という。）に基づき、別添

　

仕様書及び図面等（以下「仕様書等」という。）に従い、 日本国の法令を遵守し、 この契約を

　

履行しなければならない。
２

　

受注者は、契約の目的である契約書記載の物品を、契約書記載の納入期限内に契約書記載

　

の納入場所において発注者に納入するものとし、発注者は、その契約代金を支払うものとす

　

る。
３

　

この契約の履行に関し用いる言語は日本語とし、金銭の支払に用いる通貨は日本円とする。
４

　

受注者は、物品を納入する場合において、仕様書等にその品質が明示されていないと．きは、

　

中等以上の品質のものを納入しなければならない。
５

　

受注者は、契約書及び仕様書等に明示されていない事項でも、 物品の納入に当然必要なも

　

のは発注者の指示によらなければならない。
６

　

受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。
７

　

この契約に係る訴訟については、被告の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所をもっ

　

て合意による専属的管轄裁判所とする。

　

（契約の保証）
第２条

　

受注者は、 この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなけれ

　

ばならない。ただし、発注者においてその必要がないと認めた場合は、 この限りでない。

　

・（１） 契約保証金の納付

　

（２） 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供

　

（３）‐ この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注者が

　

確実と認める金融機関の保証

　

（４） この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結
２．前項第３号又は第４号のいずれかの保証を付す場合は、．当該保証は第２０条第２項各号に

　

規定する者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。
３

　

第１項第４号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、 直ちにその保険証券を発注

　

者に寄託しなければならな，い。
４

　

第１項の保証に係る契約保証金の額、 保証金額又は保険金額（第６項において 「保証の額」

　

という。）は、契約金額の１００分のｌｏ以上としなければならない。
‐５

　

第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該

　

保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、 同項第４号に掲げる保証を

　

付したときは、契約保証金の納付を免除する。
６

　

契約金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の契約金額の１００分の１０に達する

　

まで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額を請求
・ することができる。
７

　

発注者は、第ｌｏ条第１項の規定により物品の所有権が発注者に引き渡された後に、第１

　

項第１号の契約保証金、同項第２号の有価証券等又は同項第３号の金融機関等による保証証

　

書を受注者に返還するものとする。

　

（権利義務の譲渡等）
第３条

　

受注者は、 この契約により生ずる権利又は義務は、これを第三者に譲渡若しくは承継

　

させ、又は権利を担保に供することはできない。ただし、発注者の承諾を得たときは、この

　

限り，でない。 ．

　

（監督）
第４条

　

発注者は、必要があるときは、発注者の職員をして立会い、 指示その他の方法により、

　

受注者の履行状況を監督させることができる。

　

（一般的損害等）．
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、 第５条

　

この契約の履行に関して発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）については、

　　

受注者がその費用を現実に生じた通常の損害の範囲で負担するものとし、 請求原因のいかん

　　

にかかわらず、当事者の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害、 弁護士費用、逸失
‐

　

利益、間接損害は除かれるものとする。ただし、その損害のうち、発注者の責めに帰すべき

　　

理由により生じたものについては、発注者が負担する。

　　

（納品書等の提出等）

　

第６条

　

受注者は、物品を納入すーるときは、発注者の定める項目を記載した納品書を発注者に

　　

提出しなければならない。

　

２

　

受注者は、物品を納入するときは、あらかじめ指定された場合を除き、 一括して納入しな

　　

ければならない。

　

３

　

前項にかかわらず、受注者は、発注者の要求があったとき、物品の数量を分割して納入す

　　

るものとする壌

　

．

　　

（検査）
，

　　　　　　　　　　　　　　　

第７条

　

発注者は、前条第１項の規定により受注者から納品書の提出があったときは、その日

　　

から起算して１０日以内に発注者の職員をして検査を行わせるものとする。

　

２

　

前項の検査を行う場合において、・必要があるときは、発注者はその理由を通知して、．発注

　　

者が自ら又は第三者に委託して破壊若しくは分解又は試験により検査を行うことができる。

　

３

　

受注者は、あらかじめ指定された日時及び場所において、第１項の検査に立ち会わなけれ

　　

ばならない。

　

４・受注者は、第１項の検査に立ち会わなかったときは、検査の結果について異議を申し立て

　　

ることができない。

　

５

　

発注者は、必要があるときは、第１項の検査のほか、納入が完了するまでにおいて、 品質

　　

等の確認検査を行うことができる。この場合、第２項から前項までの規定を準用する。

　

６

　

第１項及び前項の検査に直接必要な費用並びに検査のため変質、変形、消耗又は段損した

　　

物品に係る損失は、 全て発注者の負担とする。

　

・｛取替え又は手直し）

　

第８条

　

受注者は、納入した物品の全部又は÷部が前条第１項の検査に合格しないときは、速

　　

やかに取替え又は手直しを行い、仕様書等に適合した物品を納入しなければならない。

　

２

　

前項の規定にかかわらず、受注者は、発注者により取替え又は手直しのための期間を指定

　　

されたときは、その期間内に仕様書等に適合した物品を納入しなければならない。

　

３

　

受注者は、前２項の規定により取替え又は手直しが完了したときは、その物品を納入場所

　　

において発注者ご納入するとともに、第６条第
・１項に定める納品書を発注者に提出しなけれ

　　

ばならない。

　

４

　

発注者は、前項の規定により受注者から納品書の提出があったときは、その日から起算し

　　

て１０日以内に検査を行うものとする。
‐５

　

前条第２項から第４項まで及び第６項の規定は、前項の検査について準用する。
・ （目的物の使用）

　

第９条

　

発注者は，契約の履行期限前においても、受注者と協議の上、 目的物を使用すること

　　

（所有権の移転、引渡し及び危険負担）

　

第１０条

　

物品の所有権は、検査に合格したときに」受注者から発注者に移転し、同時にその

　　

物品は、発注者に対し引き渡されたものとする。 ，

　

２

　

第６条第１項の規定により受注者から物品が納入される前に生じた物品についての損害

　　

は、発注者の責めに帰すべき事由による場合を除いて、 全て受注者の負担とする。

　

３

　

物品の容器 包装等は、特に定める場合を除き、発注者の所有とする。

　　

（契約不適合責任）
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第 Ｈ 条

　

発注者は、引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合し

　

ないもの（以下「契約不適合」 という。）であるときは、受注者に対して目的物の修補又は代

　

替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の

　

費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。
２

　

前項の場合において、受注者は、．発注者に不相当な負担を課するものでないときは、 発注

　

者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
３

　

第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、 その期間内

　

に履行の迫完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求するこ

　

とができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに

　

代金の減額を請求することができる。
‐ （．１） 履行の迫完が不能であるとき。

　

（２） 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。

　

（３） 目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しな

　

． ければ契約をした目的を達することができない場合において、 受注者が履行の追完をしな

　

，いでその時期を経過したとき。

　

（４） 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を

　

受ける見込みがないことが明らかであるとき。
４

　

前３項に定める請求は、所有権移転の日から１年以内（数量に関する契約不適合を除く。）

　

にしなければならない。

　

授注者の請求による納期の延長）
第１２条

　

受注者は、その責めに帰することができない事由により、納期内に物品等を納入で

　

きないときは、発注者に対して遅滞なくその理由を明らかにした書面をもつて納期の延長を

　

求めることができる。この場合における延長日数は、発注者と受注者とが協議の上、書面に

　

よりこれを定めなければならない。
２

　

発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認めると‐きは、納

　

期を延長しなければならない。発注者は、その納期の延長が発注者の責めに帰すべき事由に
よる場合には、契約金額について必要な変更を行い、 又は受注者に損害を及ぼしたときキ泌・

　

要な費用を負担しなければならない。

　

｛遅延違約金）
第１３条

　

受注者の責めに帰すべき理由により納入期限までに物品を納入することができない

　

場合においては、発注者は受注者から遅延違約金を徴収することができる。
２

　

前項の遅延違約金の額は、納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、契約金額に

　

年‐ｌｏ．７５パーセントの割合（年当たりの割合は、閏（じゆん）年の日を含む期間についても３６５

　

日の割合とする。）で計算した額とする。
３

　

前項の規定にかかわらず、納入した物品の÷部が第７条第１項又は第８条第４項の検査に

　

合格したときは、第１項の遅延違約金の額は、契約金額から当該検査に合格したものの契約

　

金額相当額を控除した金額を基礎として計算する。
４．第８条第２項の規定により取替え又は手直しの期間を指定した場合において、当該取替え

　

又は手直しに係る物品が指定した期間経過後に納入されたものであるときは、
．当該物品に係

　

る遅延違約金は、 納入期限の翌日から計算する。
５

　

前各項の遅延違約金の計算の基礎となる日数には、検査に要した日数を算入しない。
・（契約内容の変更等）
第１４条

　

発注者は、必要があると認めるときは、受注者と協議の上、 この契約の内容を変更

　

し、又は物品の納入を一時中止することができる。 この場合において、発注者は、 必要があ

　

ると認めるときは、履行期限若しくは契約金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたとき
キ泌、要な費用を負担しなければならない。

　

｛天災その他不可抗力による契約内容の変則
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第１５条

　

契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内での経済情勢

　

の激変により契約内容が曙Ｆしく不適当と認めるに至ったときは、その実情に応じ、発注者又

　

は受注者は、相手方と協議の上、契約金額、その他の契約内容を変更することができる。

　

｛契約代金の支払）
第１６条

　

受注者は、物品の納入が完了し、かつ、発注者の検査に合格したときは、契約代金

　

を請求することができる。
２

　

前項の規定にかかわらず、受注者は、物品を分割して納入し、発注者の検査に合格したと
・きは、当該納入物品に係る契約代金を請求することができる。

′ただし、 仕様書等において納

，入を完了し、かつ、 発注者の検査に合格したときに一括して契約代金を支払うと定めたとき

　

は、．この限りでない。
３

　

発注者は、 前２項の請求を受けたときは、その日から起算して３０

　

日以内に・、契約代金を
支払わなければならない。
４

　

発注者は、前項の期間内に契約代金を支払わないときは、受注者に対して遅延日数に応じ
支払金額に年２． ５パーセント（年当たりの割合は、 閏（じゆん）年の日を含む期間について

　

も３６５日の割合とする。）で計算した額を遅延利息として支払うものとする。
５

　

受注者は、 契約代金の請求について令和５年度は９， ９９９，０００円、令和６年度は
２９， ９９９， ２００円の出来高部分に対する物品購入費を部分払いとして請求すること
ができる。

　

（発注者の催告による解除権）
第１７条

　

発注者は、 受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてそ

　

の履行の追完の催告をし、その期間内に履行がないときは、 この契約を解除することができ

　

る。ただし、その期間を経過した場合における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通．
念に照らして軽微であるときは、この限りでない。

　

（１） 正当な理由なく、納入期限内又は納入期限経過後相当の期間内に履行する見込みがな

　

いと明らかに認め‐られるとき。

　

（２｝

　

受注者又はその代理人若しくは使用人が正当な理由なく、発注者の監督又は検査の実

　

施に当たり職員の指示に従わないとき、又はその職務の執行を妨害したとき。

　

（３）・正当な理由なく、ｔ第１１条第１項の履行の追完がなされないとき。

　

（４｝

　

前各号に掲げる場合のほか、この契約に基づく義務を履行しないとき。

　

（発注者の催告によらない解除欄
第．１８条

　

発注者は、 受注者力む次の各号のいずれかに該当するときは、 直ちにこの契約を解除
することができる。

　

（１） 債務の全部の履行が不能であるとき。

　

（２） 受注者がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

　

（３） 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒

　

絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達す

　

ることができないとき。
・（４） 契約の性質又は当事者の意思表示により、、特定の日時又は一定の期間内に履行をしな

　

ければ契約をした目的を達することが把１きない場合において、受注者が履行をしないでそ

　

の－時期を経過したとき。・

　

（５） 第．２３条又は第２４条の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。

　

｛６） 前各号に掲げる場合のほか、受注者がこの契約に基づく義務を履行せず、発注者が前．

　

条の催告をしても契約をした目的を達する見込みがないことが明らかであるとき。
・｛７） 受注者が次のいずれかに該当するとき。

　

ア

　

役員等 僕務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいい、相談役」

　　

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、受注者又は再委託契約の受注者

　　

に対し、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者と同等以上の支配
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力を有するものと認められる者を含む。受注者及び再委託契約の受注者が個人である場

　　　

合は、その者。）が暴力団員（淡路市暴力団排除条例（平成２５年淡路市条例第９号。以下

　　　

この号において「条例」 という。）第２条第２号に規定する暴力団員をいう。 以下同

　　　

じ。）であると認められるとき。

　　

イ

　

暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員がその

　　　

経営又は運営に実質的に関与している、と認められるとき。

　　

ウ

　

役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

　　　

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

　　

工

　

役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、、又は便宜を供与するなど直接

　　　

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

，

　　

とき。

　　　　　

‐

　

●
，

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

‐

　　

オ

　

役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

　

・
・

　

る と き。

　　　　

，

　　　　　

．

　　　

・

　　　

，

　　　　　　　　　　　

‐

　　

力

　

契約の履行に係る業務の 部を第三者に委託する契約（以下「委託契約」という。）を

　　　

締結するに当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら

　　　

契約したと認められるとき。

　　

キ

　

受注者が、 アからオまでのいずれかに該当する者を委託契約の相手方としていた場合

　　　

（力に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、 受注

　　　

者がこれに従わなかったとき。 ・

　　

｛８） 暴力団又は暴力団員が実質的に関与していると認められる者に契約代金債権を譲渡し

　　

たとき。

　　

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制園
第１９条

　

第１７条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるもので

　

・あるときは、発注者は、 前２条の規定による契約の解除をすることができない。

　

，

　

（契約が解除された場合等の違約金）
第２０条

　

次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、契約金額の１００分のｌｏ

　

に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

　　

（１） 第１７条又は第１８条の規定によりこの契約が解除された場合

　　

（２） 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者

　　

の債務について履行不能となった場合
・２

　

次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。

　　

｛１） 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第

　　

７５号）の規定により選任された破産管財人

　　

（２） 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法｛平成１４年法

　

，

　

律第，１５４号）の規定により選任された管財人

　　

｛３） 受注者について再生手続開始の決定があつた場合において、民事再生法（平成１１年法

　　

‐律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等

　

３

　

第１項各号に定める場合（前項の規定により第１項第２号に該当する場合とみなされる場

　

合を除く。〉がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができ

　

ない事由によるものであるときは、 第１項の規定は適用しない。

　

４

　

第１項の場合｛第１８条第７号又は第８号の規定により、この契約が解除された場合を除

　

くも）において、第２条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行わ

　

れているときは、 発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当するこ

　

とができる。

　　

（談合その他不正行為による解除）

第２１条

　

発注者は 受注者がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、催
，

　

告によらず直ちにこの契約を解除することができる。

- 7 -



（１） 受注者が二排除措置命令（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律｛昭和２２年

　

法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措置命令をいう。）を受

　

け、当該排除措置命令が確定したとき。
（２） 受注者が、課徴金の納付命令（独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令をいうＰ）

　

を受け、当該納付命令が確定したとき。
（３） 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人｝が刑法（明治４０年法

　

律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確１定（執行猶予の場合を含む。）

　

したとき。
２

　

前条の規定は、前項の規定による解除の場合に準用する。

　

（協議解除）
第２２条

　

発注者は、必要があるときは、受注者と協議の上、 この契約を解除することができ

　

る。．

　　　　

．
－

　　　　　

●

　

・

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

２，発注者は，前項の規定により契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたときは、

　

その損害を賠償しなければならない。

　

［受注者の催告による解除欄
第２３条

　

受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催．・

　

告をし、その期間内に履行がないときは、 この契約を解除することができる。ただし、 その

　

期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微で

　

あるときは、 この限りでない。

　

（受注者の催告によらない解除権）
第２４条

　

受注者は、 次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除すること

　

ができる。

　

（１） 第１４条の規定により、発注者が物品の納入を一時中止させ、 又は一時中止させよう

　　

とする場合において、その中止期間が契約期間の２分の１以上に達するとき。

　

（２） 第１４条の規定により、発注者が契約内容を変更しようとする場合において、契約金

　

額が当初の３分の２以上減少することとなるとき。

　

（３｝

　

発注者が契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能となったとき。
・

　

｛受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）
第２５条

　

第２３’条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものである

　

ときは、受注者は、 前２条の規定による契約の解除をすることができない。

　

（受注者の損害賠償請求等）
第２６条

　

受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、 これによって生じた損

　

害の貝剖賞を請求する．ことができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の

　

社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、こ

　

の限りでない。

　

（１） 第２３条又は第２４条の規定によりこの契約が解除されたとき。
・

　

（２） 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき、 又は債務の履行が

　

不能であるときム

　

鰐剤費の予定）
第２７条

　

受注者は、第２１条第１項各号のいずれかに該当するときは、発注者が契約を解除す
．るか否かを問わず、 賠償金として、契約金額の１００分の２０に相当する額を支払わなければ
ならない。 この契約による履行完了後においても同様とする。ただし、 次に掲げる場合はこ
の限りでない。

　

｛１） 第２１条第１項第１号又は第２号のうち、排除措置命令又は納付命令の対象となる行

　

為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引

　

委員会告示第１５号）第６項で規定する不当廉売の場合その他発注者が特に認める場合

　

（２） 第２１条第１項第３号のうち、受注者が刑法第１９８条の規定による刑が確定した場合・
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２

　

前項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える場合に

　

おいて、超過分につき貝剖費を請求することを妨げない。

　

（相殺）
第２８条

　

発注者は、受注者に対して金銭債権を有するときは、当該金銭債権と受注者が発注

　

者に対して有する金銭債権とを相殺することができる。
２

　

前項の場合において、相殺して、なお不足があるときは、 受注者は、発注者の指定する期

　

間内に当該不足額を支払わなければならない。
３

　

第１項の場合において、 発注者は、相殺の充当の順序を指定することができる。

　

（補則）
第２９条．この契約について、発注者と受注者との間に紛争を生じたとき、又はこの契約書若

　

しくは仕様書等に定めのない事項が生じたときは、淡路市契約規則（平成１７年淡路市規則第

　

４９号）によるほか、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定めるものとする÷

　

（債務負担行為に係る契約の特則）
第３０，条

　

債務負担行為に係る契約において、各会計年度における物品購入の支払限度額（以

　

下「支払限度額」 とい－う。）は、 次のとおりとする。

　　　

令和５年度

　　

９， ９９ 鵠 ０００円

　　　

令和６年度

　

２９， ９９９， ２００円
‐

２

　

支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。

　　

・ 令和５年度

　　

９， ９９９， ０００円

　　　

令和６年度

　

２９， ９９９， ２００円

３

　

発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、．第１項の支払限度額、第２項の出来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　

高予定額を変更することができる。
（本契約の確定）

　

’

第３１条

　

この契約について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条
・例（平成１７年淡路市条例第５５号）第３条の規定による淡路市議会の議決を経た後、本契

　

約を締結する。この場合において、この契約書は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

　

２３４条第５項の規定に基づく契約書となるものとする。
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議会の議決があったことを了知し、本契約の締結を確認した。

令和

　

年

　

月

　　

日

住

　　

所 兵庫県淡路市生穂新島８番地

発注者

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

「

氏

　　

名

　

兵庫県淡路市長

　

門． 康彦

　

◎

住

　　

所

受注者
氏

　　

名
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暴力団排除に関する特約
趣 旨）

　　　　　　　　　　　　　　

，
１

　

発注者及び受注者は、淡路市暴力団排除条例（平成２５年淡路市条例第９号。以下「条例」

　

という。）第６条の規定に基づき、 暴力団を利することとならないよう必要な措置を実施す

　

ることとして、 以下の各項のとおり合意する。

　

（契約からの暴力団の排除）
２

　

受注者は、暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。 以下同じ。）、 暴力団員（同

条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）及び暴力団密接関係者（同条第３号に規定

　

する暴力団密接関係者をいう。以下同じ。）（以下これらを「暴力団等」 という。）と、 この契

約の履行に伴い業務を第三者に行わせるために締結する契約（以下・「再委託契約」という。）

　

を締結してはならない。
３

　

受注者は、当該者を発注者とする再委託契約を締結する場合において、この特約の第２項

　

から第６項まで、 第９項、第
・１０項、第１３項及び第１４項に準じた規定を当該再委託契約に

定めなければならない。
４

　

受注者は、次のいずれかに該当するときは、発注者及び兵庫県淡路警察署長（以下「警察
署長」という。）に報告しなければならない。

　

（１） 再委託契約の受注者が暴力団等であることを知ったとき。

　

（２） この契約の履行に関して業務の妨害そ．の他不当な要求を受けたとき。

　

（３） 再委託契約の受注者からその者が発注した再委託契約におけるこの項に準じた規定に

　

基づく報告を受けたとき。

　

（役員等に関する情報提供）
５

　

．発注者は、受注者及び再委託契約の受注者が暴力団等に該当しないことを確認するため、

　

受注者に対して、次に掲げる者（受注者及び再委託契約の受注者が個人である場合はその者

　

を含む。 以下「役員等」 という。）についての名簿その他の必要な情報の提供を求めること

　

ができる。

　

（１） 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧

．

　

間その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、受注者又は再委託契約の受注者に対

　　

し、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者と同等以上の支配力を有

　

するものと認められる者を含む。）

　

（２） 受注者又は再委託契約の受注者がその業務に関し、監督する責任を有する者（前号の

　

役員を除く。）として使用し、 又は代理人として選任している者伎：店又は常時再委託契約

　

を締結する事務所の代表者を含む。）
６

　

発注者は、受注者から提供された情報を警察署長に提供することができる。

　

（警察署長から得た情報の利用）
７

　

発注者は、受注者及び再委託契約の受注者が暴力団等に該当するか否かについて、 警察署
長に意見を聴くことができる。
８

　

発注者は、警察署長から得た情報を他の契約において、第１項の趣旨に従い暴力団等を排
除するために利用することができる。
（発注者の解除権）
９

　

発注者は、受注者（受注者が共同企業体である場合にあっては、 その構成員のいずれかの
者。‐以下この項において同じ。）が、次のいずれかに該当するときは、契約を解除すること
ができる。この場合において、物品売買契約書第１８条の規定を準用する。
（１）・役員等が、 暴力団員であると認められるとき。
（２） 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

　

（３） 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え
‐

　

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。
（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、
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直接的又は積極的に暴力団の維持、 運営に協力し、若しくは関与していると認められると

　　　　　　　　　

き。

　　　　　　　　

（５） 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

　　　　　　　

「

　

るとき。

　　　　　　　　

（６） 再委託契約を締結するに当たり、その相手方が第１号から前号までのいずれかに該当

　　　　　　　　

することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

　　　　　　　　

（７） 受注者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を再委託契約の相手方とし

　　　　　　　　　

ていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を

　　　　　　　　　

求め、 受注者がこれに従わなかったとき。

　　　　　　　　

（８） 再委託契約の受注者が再委託契約を再発注して、第１号から第５号までのいずれかに

　　　　　　　　　

該当する者を相手方としていた場合において、受注者がその事実を知りながら、正当な理

　　　　　　　　　

由がなく、発注者への報告を怠ったとき」受注者が再委託契約の受注者との特約に準じた

　　　　　　　　　

条項を定めた再委託契約を締結していなかったとき、その他受注者が正当な理由がないに

　　　　　　　　　

もかかわらず、特約の条項に故意に違反し、その違反より暴力団を利する行為をしたと認

　　　　　　　　　

められるとき。

　　　　　　　

（解除に伴う措置）

　　　　　　　

１０

　

前項の解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、 受注者は発注者に対してその損害

　　　　　　　　

を請求することはできない。

　　　　　　　

（違約金の徴収）

　　　　　　　

１１

　

第９項において準用する違約金の徴収については、物品売買契約書第 ２０条第１項及び第

　　　　　　　

４項の規定を適用する‐

　　　　　　　

（誓約書の提出等）

　　　　　　　

１２

　

受注者は、 この契約の契約金額が ２００万円を超えるときは、発注者に対し、この契約の

　　　　　　　　

締結前に、 次の事項に関しての誓約書を提出するものとする。

　　　　　　　　

（１） 受注者が暴力団等でないこと。

　　　　　　　　

（２） 再委託契約を締結するに当たり、 暴力団等を再委託契約の受注者としないこと。

　　　　　　　　

（３） 受注者は、 この特約，の条項に違反したときは、．第９項の規定に基づく契約の解除、前

　　　　　　　　　

項の規定に基づく違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べない

　　　　　　　　　

こ と。

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

１３

　

受注者は、再委託契約を締結する場合において、その契約金額（同一の者と複数の再委託

　　　　　　　　

契約を締結する場合には、その合計金額）が２００万円を超えるときは、 前項の規定に準じて

　　　　　　　　

当該再委託契約の受注者に誓約書を提出させ、 当該誓約書の写し（第３‐項の規定によりこの

　　　　　　　　

項に準じて再委託契約に定めた規定により提出させた誓約書の写しを含む。）を発注者に提

　　　　

・

　　　

出しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　

（受注者からの協力要請）

　

‐

　　　　　　

１４

　

受注者は、 特約の条項に定める事項を履行するに
・当たって、必要があるときは、発注者

　　　　　　　　

及び警察署長に協力を求めることができる。

Ｌ

・

　　

三

　　

．

　　　　　　　

・
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再委託契約における暴力団排除に関する特約（第３項関係）

　

発注者及び受注者は、淡路市暴力団排除条例（平成２５年淡路市条例第９号。以下「条例」と
いう。）第６条の規定に基づき、暴力団を利することとならないような必要な措置を実施する
こととして、次のとおり合意する。

１

　

受注者は、暴力団（条例第２条第１項に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、 暴力団員（同

　

条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）及び暴力団密接関係者（同条第３号に規定

　

する暴力団密接関係者をいう。以下同じ。）（以下これを「暴力団等」．という。）と、この契約

　

の履行に伴い業務の÷部について第三者に行わせるために締結する契約（以下「再委託契約」

　

という。）を締結してはならない。
２

　

受注者は、当該者を発注者とする再委託契約を締結する場合において、この特約に準じた

　

条項を含んだ再委託契約を締結しなければならない。
３

　

受注者は、次のいずれかに該当するときは、発注者及び兵庫県淡路警察署長（以下「警察

　

署長」という。）に報告しなければならない。

　

（１） 再委託契約の受注者が暴力団等であることを知ったとき。

　

（２） この契約の履行に関して業務の妨害その他不当な要求を受けたとき。・

　

（３） 再委託契約の受注者からその者が発注した再委託契約におけるこの項に準じた規定に

　

基づく報告を受けたとき。
４

　

発注者は、受注者及び再委託契約の受注者が暴力団等に該当しないことを確認するため、

　

受注者に対して、．次に掲げる者（受注者及び再委託契約の受注者が個人である場合はその者

　

を含む。 以下 「役員等」 という。）についての名簿その他の必要な情報の提供を求めること

　

ができる。

　

（１） 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧

　

・間その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、受注者又は再委託契約の受注者に対

　　

し、業務を執行する社員、
．取締役、執行役又はこれらに準じる同等以上の支配力を有する

　

ものと認められる者を含む。）

　

（２） 受注者又は再委託契約の受注者がその業務に関し監督する責任を有する者前号の役員

　

を除く。）として使用し、又は代理人として選任している者（支店又は常時再委託契約を締

　

結する事務所の代表者を含む。）
５

　

発注者は、この契約に係る業務の発注者（当該業務を発注した淡路市長）を通じて受注者か，
‐ら提供された情報を警察署長に提供することができる。
６

　

発注者は、受注者力む次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。
（１） 役員等が暴力団員であると認められるとき。
（２） 暴力団等が経営に実質的に関与していると認められるとき。
（３） 役員等が自己、．自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

　

る目的をもって、暴力団等を利用していると，認められるとき。
（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、

　

直接的又は積極的に暴力団の維持、運営等に協力し、若しくは関与していると認められる

　

と き。，

　　　　　

－

　

．

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

・

（５） 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

　

る と き。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　

，

　　　　

．

　　　

‐′

（６） 再委託契約を締結するに当たり、その相手方が第１号から前号までのいずれかに該当

　

することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
（７） 受注者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を再委託契約の相手方とし

　

ていた場．合（前号に該当する場合を除く。）において、発注者が受注者に対して当該契約の

　

解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。
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（８） 再委託契約の受注者が再委託契約を再発注して第１号から第５号までのいずれかに該

． 当する者を相手方としていた場合に、 受注者がその事実を知りな
がら発注者への報告を正

　

当な理由がなく怠ったときは、受注者が球請契約等の受注者とこの特約に準じた条項を含
・んだ箱凄託契約を締結していなかったときその他受注者が正当な理由がないのにもかかわ

　

らず、この特約の条項に故意に違反しその違反により暴力団を利する行為をしたと認めら

　

れるとき。
７

　

前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者は発注者に対して、
その損害を請求することはできない。．
８

　

受注者は、この契約の契約金額（発注者と複数の再委
‐託契約を締結する場合は、その合計

金額）が２００万円を超える場合には、発注者に対し、この契約の締結前に次の事項に関して

の誓約書を提出するものとする。

　

（１） 受注者が暴力団等でないこと。

　

（２） 再委託契約を締結するに当たり、暴力団等を再委託契約の受注者としないこと。

　

（３） 受注者は、この特約の条項に違反したときは、第６項に基づく契約を解除、違約金の

　

請求その他の発注者が行う一切の措置につし１て異議を述べないこと。
９

　

受注者は、再委託契約を締結する場合において、前項の．規定に準じて当該再委
託契約の受

注者に誓約書を提出させ、当該誓約書の写し（第２項の規定によりこの特約に準じて再委託

契約に定めた規定により提出させた誓約書の写しを含む。）を発注者に提出しなければなら

ない。

- 14 -



　

ｒ

　　

１．
‐

　　

１；
′ーＪ

　

．・

　

４、．－

　

－′〕

一三
だ
キ
ー議
論
精

　　
　
　

　

　　　

　

　
　

　

　

　

　　

　　

、．

　

・ト

　

，

　

．－・・－

　

．・〆．・▼

　

ざ！ご・｝－』’

　
　

　

　
　
　
　
　
　　
　

”ｒ．二

　

．
＝‘
１ー
二：ｒｇ

・′

- 15 -



様式第２号（第２条関係）

答

　

申

　

第

　

７

　

４

　

号

令和５年７月３１日

淡

　

路

　

市

　

長

　　

門

　

康

　

彦

　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　
　

　

　

淡路市プロポーザル候補者選定審議姿三　　　　　　

　　　

んふたりＪ１

　　　

会

　

長 仲

　

野

　

唐

　

鍔

プロポーザル方式入札による候補者の選定について （答申）

令和５年５月１９日付け、 諮問第６６号で諮問のありました標記の事項について、 審議

した結果を下記のとおり答申いたします。

記

１

　

事

　

案

　

名

　　

野島断層保存館地震体験装置購入業務プロポーザル候補者選定

２

　

選 定結果

　　

最優秀候補者 凸版印刷株式会社

３

　

答申理由

　　　

出席委員の企画遂行能力点及び企画提案力の評価点の合計が審査基

準を十分に充たした「凸版印刷株式会社」を最優秀候補者とする。

４

　

付 帯 理 由

　　　

本業務の遂行にあたり、 経営規模が妥当で企画力及び技術力に優れ

　　　　　　　　

ており、 文化財的側面と防災教育の拠点という側面を併せ持ち、 世界

　　　　　　　　

的にも希少性の高い震災遺構である 「野島断層］ の本質的価値や地震

　　　　　　　　

の記憶継承に必要な学習教材とすることが期待できることから、 「凸

　　　　　　　　

版印刷株式会社」 が適当であると認める。

‐５，７，３１
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